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　仮説モデルを検証するため，株式会社マクロミルの登録者を対象に，2019 年 8 月 22 日
から 8 月 23 日の期間，非公開型インターネット調査を行った。208 人の回答を得たが，
図 1．仮説モデル
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回答不備と外れ値を排除し 200 名の有効回答を得た。回答者の性別の割合は男女 50％ず













































の一致」，「ブランド愛着」のいずれも 1 次元性が認められた（それぞれの固有値，1 因子
で全分散を説明する割合は，実際自己との一致：2.52，83.93％，理想自己との一致：2.39，
79.68％，ブランド愛着：4.54，75.74％）。調整変数の「公的な自己意識」と「精通性」につ
いても，主因子法による因子分析の結果，1 次元性が認められた（順に，固有値は 2.20 と 1.35，
1 因子で全分散を説明する割合は 54.97％と 67.23％）。それぞれの Crobach のα値，CR，
AVE の値は表 1 のとおりである。Cronbach のα係数は 0.70 以上（Hairetal.2006），CR
は 0.70 以上（BagozziandYi1988），AVE は 0.50 以上（FornellandLarcker1981）が望
ましいとされているが，いずれも基準の値を超えており，信頼性と妥当性が確認された。
　構成概念の平均値（標準偏差）は，「実際自己との一致」が 3.33（1.32），「理想自己と
の一致」が 3.87（1.18），「ブランド愛着」が 3.79（1.38），「公的な自己意識」が 4.31（1.15），
「精通性」が 3.49（1.44）であった。モデルを構成する各概念間の相関関係は表 2 のとお
りである。いずれの値も高く，有意な正の相関関係が確認された（p<.01）。
表 1．測定尺度の項目，および信頼性と妥当性の検証結果
平均値 標準偏差 因子負荷量 Cronbach'sα CR AVE
実際自己との一致：Sirgyetal.（1997）,Maläretal.（2011）
A1 ハワイは，私が思う自分自身と合致する 3.53 1.37 0.93 .94 .91 .84
A2 ハワイの特性と私の特性は，とてもよく似ている 3.13 1.39 0.91
理想自己との一致：Sirgyetal.（1997）,Maläretal.（2011）
B1 ハワイは，こうありたいと望む私自分と合致する 3.98 1.24 0.92 .92 .88 .80
B2 私はハワイの個性と似ていると思われたい 3.75 1.26 0.86
ブランド愛着：Thomson,MacInnis,andPark（2005）,Maläretal.（2011）
C1 私はハワイに対して愛情を感じている 3.89 1.54 0.92 .95 .95 .76
C2 私はハワイが大好き 4.11 1.54 0.90
C3 私はハワイとつながっている 3.18 1.57 0.89
C4 ハワイは私に情熱を感じさせる 3.83 1.54 0.89
C5 ハワイは私に喜びを感じさせる 4.01 1.47 0.86
C6 私はハワイに魅了されている 3.76 1.64 0.75
精通性：KentandAllen（1995）
私はハワイについてよく知っている 3.12 1.57 0.82 .81 .75 .67
私はハワイに親近感がある 3.86 1.57 0.82
公的な自己意識：Fenigstein,Scheier,andBuss（1975）,Maläretal.（2011）
私は自分自身の在り方に関心を持っている 4.34 1.33 0.83 .82 .83 .55
私は常に，良い印象を与えるよう気にかけている 4.34 1.33 0.81
出かける前にすることの一つは，鏡を見ることである 4.37 1.54 0.73
私は常に自分の見え方を意識している 4.25 1.33 0.56
―8―
千葉商大論叢　第 58 巻　第 1 号（2020 年 7 月）
5-2．モデルの妥当性と仮説の検証
























1 2 3 4
1 実際自己との一致
2 理想自己との一致 .550＊＊
3 ブランド愛着 .609＊＊ .743＊＊
4 公的な自己意識 .356＊＊ .459＊＊ .468＊＊
5 精通性 .614＊＊ .609＊＊ .861＊＊ .392＊＊
＊＊：相関係数は 1% 水準で有意（両側）
表 3．仮説 1 の分析結果
仮説１
標準化係数 p 値
ブランド愛着 実際自己一致 .216 .002

























表 4．仮説 2 の分析結果
仮説２（公的自己意識）
高群 低群
標準化係数 p 値 標準化係数 p 値
ブランド愛着 実際自己一致 .137 .256 .255 .004
ブランド愛着 理想自己一致 .735 .000 .604 .000
表 5．仮説 3 の分析結果
仮説３（精通性）
高群 低群
標準化係数 p 値 標準化係数 p 値
ブランド愛着 実際自己一致 .056 .715 .214 .004
ブランド愛着 理想自己一致 .771 .000 .630 .000
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　2017 年 6 月 14 日に欧州議会および欧州理事会が採択した「会社法のある側面に関する
指令」（以下，「統合指令」）（1）は，EU 会社法に関する 6 つの指令（82/891/EEC 指令（第
6 指令）（2），89/666/EEC 指令（第 11 指令）（3），2005/56/EC 指令（越境合併指令）（4），2009/
101/EC 指令（公示指令）（5），2011/35/EU 指令（合併指令）（6），2012/30/EU 指令（設立・
資本維持変更指令）（7））を統合するものであり，設立および資本維持・変更，公示および
会社の無効，他の加盟国において設立された会社の支店に関する公示，合併，越境合併，
会社分割について規制している（統合指令 1 条）。統合指令の制定により，前記 6 つの指




（3） EleventhCouncilDirective89/666/EECof21December1989concerningdisclosure requirements in




（5） Directive 2009/101/EC of theEuropeanParliament and of theCouncil of 16 September 2009 on
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令は廃止となる（統合指令 166 条）。
　欧州委員会および欧州理事会は，EU 会社法指令の統合に向けた活動を開始し，2012 年




うに採択に至っている。統合指令は前文 81 項，3 編 168 条からなるが，そのほとんどが
前述の 6 つの指令の内容を移行したものである。
　このうち設立に関する規制について，従来は 68/151/EEC 指令（第 1 指令）（10）および設
立・資本維持変更指令において規制されていたところ，統合指令においては第 1 編第 2 章
で規制している。また合併・会社分割に関する規制について，従来は 78/855/EEC 指令（第
3 指令）（11）・第 6 指令・越境合併指令および合併指令において規制されていたところ，統






















（11）ThirdCouncilDirective 78/855/EECof 9October 1978based onArticle 44（3）（g）of theTreaty
concerningmergersofpubliclimitedliabilitycompanies（OJL295,20.10.1978,p.36）.
（12）拙稿「EU 会社法統合指令における公示規制」東洋法学 62 巻 3 号 219 頁以下（東洋大学法学会，2019 年），
同「EU 会社法統合指令における資本規制」千葉商大論叢 57 巻 2 号 53 頁以下（千葉商科大学国府台学会，
2019 年）。
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（a）’ 登記された事業所，（b）’ 払込株式の額面金額および少なくとも 1 年ごとの発行数，
（c）’ 加盟国法において発行が認められている場合，無額面払込株式の数，（d）’ 株式譲渡
を制限する場合はその特別条件，（e）’ 種類株式を発行している場合，種類ごとの前記（b）’ ・












いては適用されない（統合指令 5 条 1 項 2 項）。また加盟国法において会社設立時の社員
を 2 人以上としている場合，株式保有者が 1 人となることもしくは設立後の社員の数が法
定人数を下回ったことをもって，自動的に会社が解散するものではない（統合指令 6 条 1
項）。そのような場合に加盟国法において裁判所の命令によって会社を破産させることを
認めていたとしても，権限を有する裁判官は状況を整備する十分な機関を会社に与えるこ










る加盟国における法律・規則・行政行為に定める規定に適用される（統合指令 7 条 1 項）。
　設立中の会社が法人格を取得する前に会社の名において行為がなされ，当該行為によっ
て生じた債務を会社が引き受けない場合，別段の合意がない限り，当該行為に行った者が





条 1 項 1 文），会社の目的外の行為であることを第三者が知りまたは知ることができたこ
とを会社が立証（定款の公示だけでは立証として不十分）した場合に，当該目的外の行為
に会社が拘束されないことを加盟国において定めることができる（統合指令 9 条 1 項 2
文）。さらに定款または権限のある機関による決定に基づく会社の機関権限の制限は，仮
















合指令 11 条 2 文）。
　裁判所による設立無効判決が第三者に対抗することができるか否かは，統合指令 16 条
の規定によることとされ，加盟国法において第三者に判決に対する異議申立てを認める場
合，裁判所の判決公告から 6ヶ月内にしなければならない（統合指令 12 条 1 項）。また設
立無効により会社は解散に準じ清算するが（統合指令 12 条 2 項），清算中の効果に拘らず
会社の債権債務の効力に影響はない（統合指令 12 条 3 項）。そして各加盟国法において，
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社員間における設立無効の効果について定めることができ（統合指令 12 条 4 項），会社の
株主もしくは社員は，債権者に対する債務の限度において，未払込の引受資本について依
然として払い込まなければならない。（統合指令 12 条 5 項）
3　合併
（1）　総説 
　統合指令第 2 編第 1 章においては，公開有限責任会社の合併に関する規制がなされてい
る。本章に定める調整措置は，附則第 1 に定める会社に関する加盟国における法律・規則・
行政行為に定める規定に適用されるが（統合指令 87 条 1 項），加盟国は，附則第 1 に定め
る会社であっても協同組合について適用する必要はなく，この例外措置を利用した場合，
統合指令 26 条に定めるあらゆる文書において「協同組合」の名称を商号に含めることを
加盟国法において要求しなければならない（統合指令 87 条 2 項）。また加盟国は，被吸収
会社もしくは消滅会社が，破産手続き，支払不能会社の解散に関する手続き，和議・債務
免除その他これに類する手続きの対象となる場合，本章を適用する必要はない（統合指令
87 条 3 項）。そして加盟国は，2014/59/EU 指令（金融機関および投資会社の回復・解決
の枠組みを定める指令）（13）第 4 編に定める解決のための方法・権限・仕組みを用いる場合，
本章を適用しない旨を定めなければならない（統合指令 87 条 4 項）。
　加盟国は，国内法で規制する会社に関し，1 つ以上の会社を他の会社が吸収する合併（吸
収合併）および新たな会社を設立する合併（新設合併）を規制する規定を定める（統合指
令 88 条）。本章において「吸収合併」とは，1 つ以上の会社（消滅会社）が清算手続きを
経ることなく解散し，その資産および負債のすべてを他の会社（存続会社）に移転し，そ
の対価として消滅会社の株主に対して，存続会社の株式および合併交付金（株式の額面額
（額面額がない場合は算定額）の 10% 以下）を交付する行為であり（統合指令 89 条 1 項），
加盟国法において，資産を株主に対して分配することを未だ開始していない清算会社を消




い場合は算定額）の 10% 以下）を交付する行為であり（統合指令 90 条 1 項），加盟国法
において，資産を株主に対して分配することを未だ開始していない清算会社を消滅会社と
することができる旨を定めることができる（統合指令 90 条 2 項）。
（13）Directive2014/59/EUof theEuropeanParliamentandof theCouncil of 15May2014establishinga
framework for therecoveryandresolutionof credit institutionand investment firmsandamending







ず（統合指令 91 条 1 項），合併原案には少なくとも以下の（a）から（g）の事項を定め
















2 文）。当該免除の場合において加盟国は，統合指令 16 条 5 項に定める中央電子装置によ
る公示，もしくは当該目的のために提供されるその他のウェブサイトへの公示を要求する
ことができ，いずれの場合においても会社に対し当該公示に関する特別な費用を課さない




当該公示に関し会社は特別な費用を課されない（統合指令 92 条 4 文）。なお上記の当該公
示に関する会社に対する特別な費用の排除を禁止することは，加盟国に中央電子装置に関




措置を決定することができる（統合指令 92 条 6 文）。
　合併は少なくとも各合併当事会社の株主総会の承認を要し，加盟国法は，当該承認決議
が株式もしくは引受資本に付随する議決権の 3 分の 2 以上の多数によってなされることを
定めなければならないが（統合指令 93 条 1 項 1 文），加盟国法は，引受資本の半数を満た
している場合は当該承認決議を議決権の単純多数決とすることを定めることができ，さら
に必要な場合は，基本定款および通常定款の変更に関する規定を適用する（統合指令 93
条 1 項 2 文）。また 1 以上の種類の株式がある場合，合併に関する決議は，少なくとも当
該行為により権利の影響を受ける種類株主による別個の決議を要する（統合指令 93 条 2
―24―
千葉商大論叢　第 58 巻　第 1 号（2020 年 7 月）
項）。そして当該決議は合併原案の承認に加え，合併に必要な基本定款および通常定款の
変更を包含する（統合指令 93 条 3 項）。なお加盟国法は，以下の（a）から（c）の条件を
満たす場合，存続会社における株主総会の承認を要しないとすることができる（統合指令
94 条 1 文）。（a）合併原案の承認決議がなされる消滅会社の株主総会の日の少なくとも 1ヶ
月前に，存続会社に関する統合指令 92 条に定める公示がなされること，（b）（a）に定め





の場合には統合指令 97 条 2 項～4 項を適用する（統合指令 94 条 2 文）。
　合併当事会社の執行機関もしくは経営機関は，合併原案を説明しその法的・経済的根拠
（特に株式交換比率）を明示した詳細な報告書（評価について特別な困難が生じた場合は




更を行う各株主総会に情報開示することができる（統合指令 95 条 2 項）。なお加盟国は，
合併当事会社のすべての株主および議決権に係る証券保有者が同意する場合，上述の報告











条 2 項 1 文），さらに評価について特別な困難が生じた場合はその旨も記載しなければな
らない（統合指令 96 条 2 項 2 文）。また各鑑定人は合併当事会社に対して，関係するすべ
ての情報および文書を取得し必要なすべての調査を実行する権利を有する（統合指令 96
条 3 項）。なお合併当事会社のすべての株主および議決権に係る証券保有者が同意する場
合，合併原案の調査および鑑定人報告書を不要としなければならない（統合指令 96 条 4 項）。
　すべての株主は，合併原案の承認決議をする株主総会の少なくとも 1ヶ月前に，登記さ
れた事業所において以下の（a）から（e）の文書を閲覧する権利を有する（統合指令 97










証券保有者が同意する場合，計算諸表を不要としなければならない（統合指令 97 条 1 項
2 文）。また前記（c）に定める計算諸表は，最終の年次貸借対照表と同様の方法および方
式により作成しなければならないが（統合指令 97 条 2 項 1 文），加盟国法は以下の（a）’





令 97 条 3 項 1 文），会社が電磁的方法により情報伝達することに株主が同意した場合，当






ができる（統合指令 97 条 4 項 1 文）。また株主が前記期間中に当該文書をウェブサイトか
らダウンロードおよび印刷することができる場合には本条 3 項の適用はないが，この場合
に加盟国は，株主の参照のため会社が登記された事業所において当該文書を提供する旨を
定めることができる（統合指令 97 条 4 項 2 文）。加えて加盟国は，株主総会の後の特定の
期間において当該ウェブサイトにおいて情報開示を維持することを求めることができ，技
術的要因その他により当該ウェブサイトへのアクセスを一時的に中断する措置を決定する





99 条 1 項）。そして当該目的のため加盟国法は少なくとも，合併当事会社の財務状況が当
該保護を必要とし，かつ当該債権者がすでに当該措置を受けていない場合において，十分
（14）Directive2004/109/ECof theEuropeanParliamentandof theCouncil of 15December2004on the
harmonizationoftransparencyrequirementsinrelationtoinformationaboutissuerswhosesecuritiesare
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99 条 2 項 2 文）。なお当該保護は存続会社の債権者と消滅会社の債権者とで扱いを異にす













合指令 102 条 1 項）。また公証人もしくは法的形式による文書の作成・認証をする資格が
ある当局は，その活動する会社に必要な法的行為および手続きならびに合併原案について，
その存在および有効性について検査・認証しなければならない（統合指令 102 条 2 項）。
そして加盟国法は合併の効力発生日を定めなければならない（統合指令 103 条）。さらに
合併は，統合指令 16 条に従い各加盟国法で定められた方法により，各合併当事会社に関
し公示しなければならず（統合指令 104 条 1 項），存続会社は消滅会社に関する公示手続











き実行することができる旨を認めることができる（統合指令 105 条 3 項）。さらに加盟国
法は，消滅会社の執行機関もしくは経営機関の構成員が合併の準備および実行においてな
した不正行為について，当該機関構成員の消滅会社株主に対する民事責任に関する規制を















法が当該判決に対する第三者の異議を認めている場合，当該異議は統合指令第 1 編第 3 章







108 条 2 項）。そして加盟国法は，適法性に関する司法的もしくは行政的事前検査以外の
検査に従い宣言される合併無効について妨げられることはない（統合指令 108 条 3 項）。
（3）　新設合併，株式の 90% を保有している場合の合併，その他の合併
　新設合併には，統合指令 11 条・12 条の適用を妨げることなく，統合指令 91 条・92 条・
93 条・95 条・108 条が適用され，この場合において「合併当事会社」および「消滅会社」
は消滅会社を意味し，「存続会社」は新設会社を意味する（統合指令 109 条 1 項 1 文）。ま
た統合指令 91 条 2 項（a）が新設会社に適用される（統合指令 109 条 1 項 2 文）。そして
合併原案，新設会社の設立証書・同草案および定款・同草案（別個の文書である場合）は，




とができ，当該実施には統合指令第 2 編第 1 章第 2 節の規制を受けるが，加盟国は統合指
令 91 条 2 項（b）（c）（d），95 条，96 条，97 条 1 項（d）（e），105 条 1 項（b），106 条，
107 条に定める規制を課さなくてもよい（統合指令 110 条）。また加盟国は，以下の（a）
から（c）の条件を満たす場合，統合指令 110 条による実施に際して統合指令 93 条を適用
しなくてもよい（統合指令 111 条 1 文）。（a）実施に関係する各会社に関し，当該実施の
効力発生の少なくとも 1ヶ月前に，統合指令 92 条に定める公示がなされること，（b）当
該実施の効力発生の少なくとも 1ヶ月前に，存続会社の株主が登記された事業所において，
統合指令 97 条 1 項（a）（b）（c）に定める文書を閲覧する権利を有すること，（c）統合指
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令 94 条 1 文（c）が適用されること。そして前記（b）の場合には，統合指令 97 条 2 項 3




条・111 条を適用することができる（統合指令 112 条）。
　消滅会社の株式および株主総会の議決権に関する証券の 90% 以上 100% 未満を保有し
ている会社による吸収合併が実行される場合，加盟国は以下の（a）から（c）の条件を満
たす場合に存続会社における株主総会の承認決議を要しないとすることができる（統合指




こと，（c）統合指令 94 条 1 文（c）が適用されること。そして前記（b）の場合には，統
合指令 97 条 2 項 3 項 4 項が適用される（統合指令 113 条 2 文）。また加盟国は，以下の（a）’
から（c）’ の条件を満たす場合，統合指令 113 条に定める合併の場合に統合指令 95 条・






権利を加盟国法で認める場合，本条 1 文を適用する必要はない（統合指令 114 条 2 文）。
加えて加盟国は，消滅会社の株式および統合指令 113 条に定める証券の 90% 以上 100%
未満が，存続会社もしくは他人の名をもって存続会社のために保有されている場合におい
て，当該他の会社に資産および負債のすべてを移転して清算せずに解散することについて，
その実施に関し統合指令 113 条・114 条を適用することができる（統合指令 115 条）。
　統合指令 88 条に定める行為の 1 つについて，加盟国法が 10% を超える合併交付金を認
める場合，本章第 2 節・第 3 節および統合指令 113 条・114 条・115 条が適用され（統合
指令 116 条），また加盟国法が統合指令 88 条・110 条・116 条に定める行為の 1 つについて，
資産・負債を移転する会社が消滅しない場合を認める場合，本章第 2 節（統合指令 105 条
1 項（c）を除く）・第 3 節・第 4 節を適宜適用する（統合指令 117 条）。
4　越境合併
　統合指令第 2 編第 2 章においては，有限責任会社の越境合併に関する規制がなされてい
る。ここにいう「越境合併」とは，加盟国法により設立され，登記された事業所，経営の






め第 1 編第 2 章第 2 節および第 3 章第 1 節に定める保証に関する条件を定める加盟国法の








額がない場合は算定額）の 10% 以下）を交付する行為，（c）’ ある会社が清算手続きを経
ることなく解散し，その資産および負債のすべてを，その資本を構成する証券もしくは株
式のすべてを保有している会社に移転する行為をいう（統合指令 119 条（2））。
　統合指令 119 条（2）にかかわらず，加盟国法の少なくとも 1 つが，越境合併の際に統
合指令 119 条（2）（a）（b）にいう合併交付金を株式の額面額（額面額がない場合は算定額）
の 10% を超えることを認める場合，当該越境合併に本章が適用されるが（統合指令 120
条 1 項），加盟国は，統合指令 119 条（1）に定める有限責任会社であっても協同組合が関





記買戻しもしくは弁済と同様とみなされる（統合指令 120 条 3 項）。そして加盟国は，
2014/59/EU 指令第 4 編に定める解決のための方法・権限・仕組みを用いる場合，本章を











株主の保護のために定められた規定を適用することができる（統合指令 121 条 2 項）。
　合併当事会社の経営機関もしくは執行機関は越境合併共通原案を作成しなければなら
（16）CouncilRegulation（EC）No139/2004of 20 January2004on the control of concentrationsbetween
undertakings（theECMergerRegulation）（OJL24,29.1.2004,p.1）.
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れなければならない（統合指令 123 条 1 項 1 文）。なお越境合併共通原案をウェブサイト
に公示することも認められており，その場合は前記吸収合併と同様の規制を受ける（統合
指令 123 条 1 項 2 文～6 文）。また各合併当事会社および当該会社が規制を受ける加盟国
によって追加的要求が課される対象のため，以下の（a）から（c）の細目を加盟国の官報
に公示しなければならない（統合指令 123 条 2 項）。（a）各合併当事会社の形式・商号・






する報告書を作成しなければならない（統合指令 124 条 1 文）。また当該報告書は，統合
指令 126 条に定める株主総会の日の少なくとも 1ヶ月前に，株主・従業員代表（いない場
合は従業員）に対し閲覧できるようにしなければならず（統合指令 124 条 2 文），いずれ
かの合併当事会社の経営機関もしくは執行機関が従業員代表の意見を適時に受領した場
合，当該意見は加盟国法に基づき報告書に追加しなければならない（統合指令 124 条 3 文）。
そして株主に向けて統合指令 126 条に定める株主総会の日の少なくとも 1ヶ月前に，独立
した鑑定人の報告書が各合併当事会社で作成されなければならず，当該鑑定人は各加盟国




単一の書面による報告書を作成することができる（統合指令 125 条 2 項）。加えて鑑定人
報告書には統合指令 96 条 2 項に定める細目を含み，鑑定人はその職責を果たすために必
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　統合指令 124 条・125 条による報告書を確認した後，各合併当事会社の株主総会は越境
合併共通原案の承認決議がなされる（統合指令 126 条 1 項）。また当該株主総会は，合併
後の会社における従業員関与に関して決定された措置に対し，各合併当事会社による明示
の承認を条件として，越境合併を実施する権利を留保することができる（統合指令 126 条
2 項）。なお統合指令 94 条に定める条件を満たす場合，加盟国法は合併当事会社の株主総
会による合併の承認を要しない（統合指令 126 条 3 項）。そして各加盟国は裁判所・公証
人その他関係当局に対し，加盟国法の規制を受ける各合併当事会社が係る手続きに関する
越境合併の適法性を精査することを任じ（統合指令 127 条 1 項），各加盟国において裁判所・
公証人その他関係当局は，加盟国法の規制を受ける各合併当事会社に対して直ちに，合併
前の行為および方式が適切に完了していることを終局的に証明する証書を発行しなければ
ならない（統合指令 127 条 2 項）。さらにある合併当事会社が規制を受ける加盟国法が，
証券もしくは株式の交換比率の精査・修正に関する手続き，または少数株主の保証に関す
る手続きを定めている場合，当該手続きを定めていない加盟国にある他の合併当事会社が，
統合指令 126 条 1 項による越境合併共通原案の承認の際に，当該合併当事会社の株主が当
該手続きに頼る可能性，および当該合併当事会社の裁判権を有する裁判所の下で開始され
る可能性を明白に承認した場合にのみ，越境合併の登記を妨げることなく当該手続きが適





統合指令 133 条に基づき決定されたことを認証しなければならない（統合指令 128 条 1
項）。また各合併当事会社は当該関係当局に対し，統合指令 127 条 2 項に定める証明書（発
行後 6ヶ月内）を統合指令 126 条により株主総会の承認を得た越境合併共通原案とともに
提示しなければならない（統合指令 128 条 2 項）。そして越境合併後の会社の裁判権が属
する加盟国法は，越境合併の効力発生日を定めなければならず，当該効力発生日は統合指
令 128 条による精査がなされた後でなければならない（統合指令 129 条）。さらに合併当
事会社の裁判権が属する各加盟国法は，当該加盟国の領域に関し，各会社が文書を保管す
ることが要求されている公的登記簿に，統合指令 16 条に基づき越境合併の完了を公示す
る措置を定めなければならない（統合指令 130 条 1 文）。加えて越境合併後の会社の登記
を行う登記所は，統合指令 22 条 2 項により設置された登記簿連携システムを通じて直ち
に，各会社が文書を保管することが要求されている登記所に対して越境合併の効力発生を
通知しなければならず，必要な場合以前の登記の抹消は当該通知の受領により効力を生じ
る（統合指令 130 条 2 文）。
　統合指令 119 条（2）（a）（c）により実施された越境合併は，統合指令 129 条に定める
日から，（a）消滅会社の資産および負債のすべてが存続会社に移転し，（b）消滅会社の
―32―
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株主が存続会社の株主となり，（c）消滅会社は消滅する（統合指令 131 条 1 項）。また統
合指令 119 条（2）（b）により実施された越境合併は，統合指令 129 条に定める日から，（a）’
合併当事会社の資産および負債のすべてが新設会社に移転し，（b）’ 合併当事会社の株主
が新設会社の株主となり，（c）’ 合併当事会社は消滅する（統合指令 131 条 2 項）。そして
本章による越境合併において，合併当事会社によるある資産・権利・義務の移転が第三者
に対し効力が生じる前に，特別な手続きの完了を加盟国法が要求する場合，当該手続きは
越境合併後の会社が実施しなければならず（統合指令 131 条 3 項），雇用契約および雇用
関係から生じ，越境合併の効力発生日に存在する合併当事会社の権利・義務は，越境合併
の効力発生により，当該効力発生日に越境合併後の会社に移転しなければならない（統合
指令 131 条 4 項）。加えて存続会社の株式は，（a）” 存続会社自身，もしくは他人の名をもっ
て存続会社のために保有されている消滅会社株式，もしくは（b）” 消滅会社自身，もしく
は他人の名をもって消滅会社のために保有されている消滅会社株式と交換されない（統合
指令 131 条 5 項）。なお消滅会社のすべての株式および株主総会の議決権に関する証券を
有する会社による越境合併が実行される場合，統合指令 122 条（b）（c）（e）・125 条・
133 条 1 項（b）は適用されず，統合指令 126 条 1 項は消滅会社に適用されない（統合指
令 132 条 1 項）。さらに消滅会社の株式および株主総会の議決権に関する証券の 90% 以上
100% 未満を保有している会社による越境合併が実行される場合，独立した鑑定人の報告
書および精査のために必要な文書は，統合指令第 2 編第 1 章により存続会社もしくは消滅
会社が規制を受ける加盟国法が要求する範囲のみ要求される（統合指令 132 条 2 項）。
　越境合併後の会社は，登記された事業所が存在する加盟国における従業員関与に関する
規制を受けるが（統合指令 133 条 1 項），合併当事会社の少なくとも 1 つが，統合指令










　本条 2 項に定める場合，越境合併後の会社における従業員関与は加盟国法および本条 4
項～7 項の規制を受けなければならず，その際には 2157/2001 規則（欧州会社規則）（18）12
（17）CouncilDirective2001/86/ECof8October2001supplementingtheStatuteforaEuropeancompanywith
regardtotheinvolvementofemployees（OJL294,10.11.2001,p.22）.当該指令に関する論稿として，拙稿「欧




千葉商大論叢 42 巻 3 号 171 頁以下（千葉商科大学国府台学会，2004 年）。
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松田和久：EU 会社法統合指令における合併規制
条 2 項～4 項および 2001/86/EC 指令に定める以下の（a）から（h）の規定に定める原則
および手続きによらなければならない（統合指令 133 条 3 項）。（a）3 条 1 項～3 項・4 項
1 文 1 段・4 項 2 文・5 項・7 項，（b）4 条 1 項・2 項（a）（g）（h）・3 項，（c）5 条，（d）
6 条，（e）7 条 1 項・2 項 1 文（b）・2 項 2 文・3 項（但し附則第 3 に定める標準規則の適
用に際し，2 項 1 文（b）に定める割合を 25% から 33⅓% に引き上げる），（f）8 条，10 条，
12 条，（g）13 条 4 項，（h）附則第 3（b）。また前記原則および手続きを調整する際，加
盟国は以下の（a）’ から（c）’ の措置を講じなければならない（統合指令 133 条 4 項）。（a）’
事前の交渉をせずに前記（h）による従業員関与に関する標準規則の規制を直接受けるか
否かを選択する権利について，合併当事会社の関係機関と協議すること，（b）’ 少なくと







3 分の 1 が従業員代表によって構成されている場合，越境合併後の会社の執行機関におけ




慮するあらゆる義務を伴わない（統合指令 133 条 5 項）。また合併当事会社のうち少なく
とも 1 つが従業員関与制度を実施し，越境合併後の会社が本条 2 項に定める規制に基づく
従業員関与制度の規制を受ける場合，当該会社は従業員関与の権利を行使することを認可
する法形式を踏まなければならない（統合指令 133 条 6 項）。そして越境合併後の会社が
従業員関与制度を実施している場合，当該会社は，本条に定める規制に修正を加えて，越
境合併の効力発生後 3 年内になされる加盟国内の合併の際に，従業員関与の権利が保護さ
れることを保証する措置を講じなければならない（統合指令 133 条 7 項）。なお統合指令
129 条により効力が発生した越境合併は，無効を宣告しないことができる（統合指令 134 条）。
5　会社分割
　統合指令第 2 編第 3 章においては，公開有限責任会社の会社分割に関する規制がなされ
ている。加盟国が国内法で規制する附則第 1 に定める会社に，1 つの会社を分割して他の
複数の会社が承継する会社分割（承継分割）および新たに設立される複数の会社が承継す
る会社分割（新設分割）を認める場合（承継分割と新設分割を組み合わせた会社分割も可
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以下）を交付する行為である（統合指令 155 条 1 項）。
　会社分割に関する以下の（1）から（19）の手続きは，合併に関する手続きとほぼ同様
の規制を受ける。（1）会社分割原案（統合指令 137 条，91 条参照），（2）会社分割原案の
公示（統合指令 138 条，92 条参照），（3）株主総会による会社分割原案の承認（統合指令
139 条，93 条参照），（4）承継会社の株主総会による会社分割原案の承認の免除（統合指
令 140 条，94 条参照），（5）詳細な報告書の作成および情報開示（統合指令 141 条，95 条
参照），（6）鑑定人による会社分割原案の調査（統合指令 142 条・144 条 1 項，96 条参照），
（7）株主の文書閲覧権（統合指令 143 条・144 条 2 項，97 条参照），（8）従業員の権利保
護（統合指令 145 条，98 条参照），（9）債権者の利益保護（統合指令 146 条，99 条・100
条参照），（10）特別な権利が付与されている株式以外の証券の保有者の保護（統合指令
147 条，101 条参照），（11）法的形式に従った文書の作成・認証（統合指令 148 条，102
条参照），（12）会社分割の効力発生日（統合指令 149 条，103 条参照），（13）会社分割の
公示（統合指令 150 条，104 条参照），（14）会社分割の効果（統合指令 151 条，105 条参照）
（15）分割会社の執行機関・経営機関の構成員および鑑定人の民事責任（統合指令 152 条，
106 条・107 条参照），（16）会社分割の無効（統合指令 153 条，108 条参照），（17）分割
会社の株主総会による会社分割原案の承認の免除（統合指令 154 条，113 条参照），（18）
10% を超える会社分割交付金を伴う会社分割（統合指令 158 条，116 条参照），（19）分割
会社の消滅を伴わない会社分割（統合指令 159 条，117 条参照）。
　なお会社分割が以下の（a）から（e）の権限を有する司法当局の監督の下に実行される











合指令 157 条 2 項）。（a）’ 統合指令 138 条，統合指令 146 条 1 項に定める債権者の利益保
護のための十分な制度が当該日付にかかわらずすべての債権を包含するための条件，（b）’
加盟国が統合指令 140 条に定める選択肢を利用する場合における同条（a）（b）に定める
条件，（c）’ 統合指令 143 条（文書の検査をするための期限および方法）。




　2017 年 6 月 14 日に欧州議会および欧州理事会が採択した「会社法のある側面に関する
指令」（以下，「統合指令」）は，EU 会社法に関する 6 つの指令（82/891/EEC 指令（第 6
指令），89/666/EEC 指令（第 11 指令），2005/56/EC 指令（越境合併指令），2009/101/
EC 指令（公示指令），2011/35/EU 指令（合併指令），2012/30/EU 指令（設立・資本維持
変更指令））を統合するものであり，このうち設立に関する規制について，従来は
68/151/EEC 指令（第 1 指令）および設立・資本維持変更指令において規制されていたと
ころ，統合指令においては第 1 編第 2 章で規制しており，また合併・会社分割に関する規
制について，従来は 78/855/EEC 指令（第 3 指令）・第 6 指令・越境合併指令および合併
指令において規制されていたところ，統合指令においては第 2 編第 1 章～第 3 章で規制し
ている。本稿においては，「EU 会社法統合指令における公示規制」（東洋法学 62 巻 3 号














11 月 29 日付け企業会計基準委員会「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4 号）
において，役員賞与は，発生した会計期間の費用として処理することとされた。
　これらを機縁として（3），平成 18 年度税制改正が行われ，定期同額給与，事前確定届出


















成 18 年度　税制改正の解説』193 頁，323 頁〔ファイナンス別冊〕（大蔵財務協会 2006）参照。https://warp.
da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/ 10404234 /www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy 2006 /f 1808 betu.pdf
（2020 年 5 月 16 日最終閲覧）
（4） 谷口勢津夫『税法基本講義〔第 6 版〕』443～444 頁（弘文堂 2018）参照。
〔論　説〕
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（5） 佐藤修二「人的資本の拠出者に対する課税」金子宏監修『現代租税法講座第 3 巻』75 頁（日本評論社
2017）参照。三上二郎＝坂本英之「役員報酬，ストック・オプション」商事 1776 号 30～31 頁も参照。
（6）『平成 18 年度　税制改正の解説』・前掲注（3）323 頁以下〔佐々木浩ほか〕参照。また，例えば，東京地裁
平成 29 年 3 月 10 日判決（税資 267 号順号 12994）は次のとおり判示する。
 　「役員給与について，法人税法 34 条 1 項に，損金の額への算入に関する別段の定めが設けられたのは，役
員給与は，同法 22 条 3 項 2 号に規定する費用の一種ではあるものの，法人と役員との関係に鑑みると，役
員給与の額を無制限に損金の額に算入することとすれば，その支給額をほしいままに決定し，法人の所得の
金額を殊更に少なくすることにより，法人税の課税を回避するなどの弊害が生ずるおそれがあり，課税の公




見解がある。弥永真生「業績連動給与一改正の影響及び今後の課題―」税研 195 号 62 頁以下参照。
 　他方，経営の透明性の確保は，法人税法ではなく，金融商品取引法等の開示規制によるべきであって，法
人税法の要請が開示内容に影響する逆基準性は，本末転倒であるという批判もある。鈴木一水「役員給与等





理論を踏まえた検討―」民商 154 巻 3 号 467～469 頁及び 483 頁の脚注 110 参照。
―38―









質基準と呼ばれる過大役員報酬の損金不算入に関する規定（平成 18 年度改正前法人税 34
①）との関係では，役員賞与の損金不算入規定（平成 18 年度改正前法人税 35）の潜脱を
防止する趣旨が強調されるきらいがあった。このため，一定の要件下で役員賞与の損金算
入が認められるようになった平成 18 年度改正以後においては，過大役員給与の損金不算









　一般に，役員給与は職務執行の対価としての性質を有する。よって，法人税法 22 条 3
項 2 号の費用に該当し，損金の額に算入されるべきである。かかる原則論は，一般に，役
（9） 比嘉酒造事件（東京地裁平成 28 年 4 月 22 日判決・税資 266 号順号 12849）における納税者の主張，渡辺充「判
批」速報税理 2016 年 8 月 21 日号 38～41 頁，山口敬三郎「判批」税理 61 巻 8 号 136 頁参照。このほか，大







その今日的課題―『倍半基準』による類似法人選定と過大認定の不当性を中心として―」税理 59 巻 11 号 2
頁以下，「過大な役員給与（報酬）の認定基準とその今日的問題」MonthlyReport92 号 4 頁も同旨。なお，長
島弘「判批」税務事例 49 巻 5 号 40～42 頁，阿部泰隆「法人税法 34 条 2 項の定める，役員給与・退職金の
うち，損金に算入しない『不相当に高額な部分の金額』の意義（上）―特に同法施行令 70 条の委任範囲の
逸脱及び課税要件明確主義違反について―」税務事例 49 巻 11 号 7 頁以下も参照。
（10）参考となる見解として，渡辺徹也『スタンダード法人税法〔第 2 版〕』144～145 頁（弘文堂 2019），小塚真
啓「役員退職給与一改正の影響及び今後の課題―」税研 195 号 69 頁以下，成宮哲也「役員給与規定の再検討」




































（11）東京高裁平成 22 年 5 月 27 日判決（判時 2115 号 35 頁）。
（12）法人税法 22 条 3 項 3 号の損失として取り扱われる可能性は残る。
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役員賞与の規定はなかったが，同年 10 月 2 日付けの主税局長通達では，役員賞与について，
要旨次のとおり定めていた（13）。




外ナラサルヲ以テ前顕本条〔筆者注：所得税法 4 条 1 項 1 号〕ニ所謂総損金ノ中ニ包含ス
可キモノニアラス〔下線筆者〕」と判示する。行政裁判所明治 33 年 11 月 14 日判決（行録
41 輯 8 頁）も同旨の判示を行っている。




















































ものをいう（昭和 34 年法人税規則 10 の 3 ④）。この点に関して，立案担当者は要旨次の
とおり解説している。











（16）藤掛一雄「法人税法改正解説」税理 2 巻 5 号 23 頁以下参照。
―42―








































可能である。大阪地裁昭和 33 年 7 月 12 日判決（行集 9 巻 7 号 1381 頁）参照。
（19）参考として，商法の裁判例であるが，利益連動報酬もあらかじめ基準が確定していればお手盛りとはならな









































（21）佐藤春次「法人税関係法令改正詳解」税弘 7 巻 5 号 695 頁以下参照。
（22）市丸吉左エ門「改正法人税法解説」国税速報 1182 号 56 頁参照。
―44―
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（23）国税庁『昭和 40 年　改正税法のすべて』133 頁（国税庁 1965）〔武田昌輔＝久保田一信〕。
（24）用語法の参考として，原一郎「法人税法の全文改正について」税通 20 巻 7 号 155 頁では，上記説明のうち「利
益の配分」という部分を「利益の分配」と記述している。











和 44 年 1 月 27 日に平林剛議員から提出された「法人税法における役員賞与の損金不算入













　その後の平成 8 年 11 月付け政府税制調査会「法人課税小委員会報告」（第 2 章・7）も，
次のとおり，役員賞与の損金不算入規定の趣旨として，利益処分としての性格を挙げている。
　「法人税法第 35 条第 1 項において役員賞与の損金不算入の原則が明らかにされているが，これは，役員の賞
与が，法人利益の分配であり法人利益を稼得するための経費とは考えられないからである。すなわち，法人の
役員は会社の機関としてその業務を執行するものであり，通常の使用人とその業務内容を異にすることは商法
























労報償」としての性格を強調する裁判例として，例えば，東京地裁昭和 50 年 8 月 6 日判




































































39 号〕，長浜洋一『株式会社法〔第 3 版〕』214 頁（有斐閣 1995）参照。
―48―





（法人税 34 ②，法人税令 70 一イ）で規律されているような職務執行の対価との関係で不
相当に高額な役員報酬に対しては，大正 12 年に創設された同族会社等の行為計算否認規










































































































































（33）例えば，名古屋地裁平成 6 年 6 月 15 日判決（訟月 41 巻 9 号 2460 頁），熊本地裁平成 15 年 9 月 26 日判決（税
資 253 号順号 9448），東京地裁平成 21 年 2 月 27 日判決（税資 259 号順号 11150），東京地裁平成 22 年 6 月 8
日判決（税資 260 号順号 11449），東京地裁平成 22 年 9 月 10 日判決（訟月 58 巻 6 号 2425 頁）など参照。な
お，「隠れた利益処分」に関する最近の議論状況について，村井正「『隠れた利益処分』再論」関西大学法学
論集 66 巻 5=6 号 1255 頁以下参照。
（34）山口・前掲注（13）213 頁参照。
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改正前の法人税法 34 条 1 項について，役員賞与の損金不算入規定の潜脱防止の規定であ
ることを認めつつも，より広く，恣意性の排除や課税の公平を確保する規定であると捉え



























あり，また商法 280 条並びに有限会社法第 22 条及び第 25 条でこの規定を準用している。商法は定款又は株主
総会で定めることとすれば，当然その役員の職務の内容，収益の状況等に照らし，社会的に適正な額が定まる








































（41）落合誠一編『会社法コンメンタール 8　機関（2）』168 頁（商事法務 2009）〔田中亘〕，北沢正啓『会社法〔第
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Ⅴ　過大な役員退職給与の損金不算入
　法人税法上，役員退職給与は，役員賞与よりも報酬に寄せた取扱いがなされてきた。例




　この規定は，昭和 40 年の全文改正で法人税法 36 条として格上げされ，平成 18 年度改
正で役員報酬とともに過大役員給与の損金不算入規定の一部として同法 34 条 2 項（及び
法人税法施行令 70 条 2 号）に格納されている。嚆矢となった昭和 34 年度改正における立
案担当者は，次のように解説している（44）。






















































（46）東京地裁平成 25 年 3 月 22 日判決（税資 263 号順号 12178）。
（47）岐阜地裁平成 2 年 12 月 26 日判決（税資 181 号 1104 頁）。東京地裁昭和 46 年 6 月 29 日判決（行集 22 巻 6






（49）法人税法 34 条 3 項導入前の事例においても，上記のような場合の給与は，旧法人税法 35 条 4 項に定める「臨
時的な給与」（役員賞与）に当たり，損金の額に算入されないという解釈があり得た。同項の基礎となった
ものと推察されている名古屋地裁平成 4 年 2 月 28 日判決（税資 188 号 499 頁）参照。日本税務研究センター
編・前掲注（17）44 頁〔武田昌輔〕，味村治＝品川芳宣『役員報酬の法律と実務〔新訂第 2 版〕』283 頁（商
事法務研究会 2001）〔品川芳宣〕も参照。
―56―








　かような法人税法 34 条 3 項は，平成 8 年 11 月付け政府税制調査会「法人課税小委員会
報告」（第 2 章・7）における次の記述を契機として，平成 10 年度税制改正で同条 2 項に
挿入された。
　平成 10 年度改正の立案担当者は次のとおり解説している（51）。






















（51）『平成 10 年版　改正税法のすべて』303 頁（大蔵財務協会 1998）。
（52）「正当な手続を経ない，いわば隠れたる財産の処分としての性格を有する」と説明するものとして，武田・





































うになったからといって直ちに臨時的な給与でなくなったとはいえず，旧法人税法 35 条 4 項に定める「臨
時的な給与」に当たると結論付けたのである。
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給与税制の背後にある考え方ないし実質的根拠については，個別の関連規定の解釈論や立
法論にも影響を与える重要な論点であり，今後も議論を続けていく必要がある。



























月 -2007 年 2 月）において，仕事と家庭の両立支援や働き方の見直しが少子化対策および




















（4） 例えば，山本・松浦（2012）では，企業のパネルデータを用いて WLB 支援制度が企業業績に与える中長期的
な影響を分析している。分析結果からは，1 従業員数 300 人以上，2 製造業，3 労働保蔵の度合いが大きいも



















あり，その意味で人的資源は持続的な競争優位の源泉の 1 つである。第 3 に，実証研究の
面で，HRM システムが企業の業績に及ぼす直接効果を明らかにすることである。これら
3 つの中で SHRM が最も強調することは，「HRM は戦略的でなければならない」という
点である。








されているという点である（9）。第 3 には，HRM システムのさまざまな改革の試みはこれ
までほとんど失敗に終わっているが，SHRM の研究者たちによると，その根本的な原因は，
HRM システムにおける改革が企業の業績を高めるという実証研究を提示できなかったか
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ムの改革を伴わないと，期待通りの業績は達成できないことが明らかになった点である（11）。
















よって，問題が発生する可能性があるからである。そこで，SHRM において WLB の視点
が必要になる。すなわち，「持続的な競争優位」を獲得するため，WLB の視点も取り入
れた ｢ 戦略に対応した HRM｣ の枠組を考えることであるである。具体的に言うと，｢ 業
績の向上 ｣ と「労働者の勤労生活の向上」に着目することである。単に企業が営利を追求
するためだけのものではなく，同時に企業で働く労働者の生活をも向上させるという，双


































　この ｢ 資源ベース理論 ｣ をもとに人事の理論は進化してきたが，日本の人事政策や人事









1996 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2009 年
年俸制 9.55 14.6 22.7 25.2 34.8 40.9 35.1 39.1 37.4 42.3 ― ―
コンピテンシー ― ― 5.7 5.6 11.2 15.8 20.7 25.7 29.1 26.6 23.1 ―
ポイント退職金制 ― 18.8 ― 24.6 30.1 30.7 42.2 ― ― 53.2 53.2 58.5
































































































































































（30） この点は，経営システムを ｢ 階層 ｣ として捉えている林（1998）pp.19-22. と JeffreyK.Liker,W.Mark
Fruin&PaulS,Adler（1999）pp.6-9. に依拠している。林氏による経営システムの ｢ 階層 ｣ は，第 1 の ｢ 階
層 ｣：生産技術，第 2 の ｢ 階層 ｣：経営管理制度，第 3 の ｢ 階層 ｣：経営戦略，第 4 の ｢ 階層 ｣：経営方針で
ある。林（1998）p.21.
―68―
















































の競争戦略や企業が置かれた環境条件の下で，HRM 戦略や HRM 制度を選択することに
なる。その際に，HRM がその機能を実現するために企業が選択する HRM 戦略や HRM
制度は，経営戦略だけでなく，企業が置かれた内外の環境条件によって制約される。言い
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3-2　HRMにおけるWLB視点










の企業における HRM のニーズも変わってくるからである（37）。したがって，HRM システ
ムが，戦略との外的整合性を達成するためには，次の 2 つの条件を満たす必要がある。第
1 は，企業の追求する戦略に HRM が完全に統合されなければならないということである。







と雇用保障など労働者の視点 , すなわち WLB の視点からの検証が求められる。
　このような視点に立った場合，HRM が提供する付加価値として，4 つのタイプの価値
を同時に提供していかなくてはならない。具体的には，この 4 つは，2 つの軸を交差させ
る形で考えることができる。2 つの軸とは，「経営の視点―WLB 視点」と「長期的―短期
的」であり，この 2 軸をクロスさせて HRM の提供する価値を定義するのである。




























場合もある（42）。そこで，この 2 つの軸をクロスさせると，HRM の 4 つの目的・提供価値
が出てくる。一般的に，現在の HRM をめぐる論調は，短期的で，経営的視点が重視され
ており，結果として，成果を重視して，戦略を達成するという目標が，取り上げられている。
　以上のことから，戦略，HRM，業績，WLB という 4 つの要素の対応関係の SHRM の
理論的枠組について考察するに当たっては，単に企業が営利を追求するためだけのシステ
ムではなく，同時に企業で働く労働者の勤労生活を向上させるという，双方にとって


















（43） この枠組は労働政策研究・研修機構（2005）p.18 の ｢ 人材マネジメントのデリバラブル ｣ の枠組を参考にし
ている。
―72―
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スキル，知識の向上（結果としての組織能力の向上），④従業員のコミットメントと勤労
生活の向上の 4 つである。こうした 4 つの価値・結果がもたらされるためには HRM の施
策として，それぞれに対応して，①短期的な企業業績の向上のための，HRM の施策として，




　また，②長期的な戦略を達成するために必要とされる，B の ｢ 長期的に経営戦略を実現















値・結果のためには，D の ｢ 企業が労働者に提供するのが望ましいと考えられる HRM 施
策 ｣ が必要になる。すなわち，WLB からの視点である。例えば，第 1 に，長期安定雇用は，








なのである。すなわち，戦略と WLB 的 HRM を対応させるだけでは不十分であり，図表
4 で示したように，「現場の整合性」の視点を取り入れて，実行しなければ，その有効性
は生まれないのである。言い換えると，採用した戦略が現場と整合しない場合は，戦略に
対応した WLB 的 HRM を実施し，その戦略を予定通りに遂行したとしても，高業績につ
ながるとは考えにくいということである。つまり，戦略の選択が業績に与えた効果を分析




由は，以下の通りである。すなわち，先行研究では，WLB 的 HRM と戦略との整合性（「外
的整合性」）と HRM システムを構成する個々の WLB 的 HRM 施策間の整合性（「内的整
合性」）に着目はしているものの，それらのさまざまな WLB 的 HRM 施策が実際に実行
される「現場の整合性」に着目してこなかったからである。企業が成功あるいは失敗した
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otherhand, intheresearchsofar,even if thepositiverelationshipbetweentheWLB
andthebusinessperformancecanbeproved,isit“whetherthebusinessperformance
has improvedbecausetheWLBhasbeenenhanced”or“whethertheWLBhasbeen





















































































































（1） 以下の事例研究において，店名等は関連する HP 等で明記されているためそのまま表記するが，人名につい




































（2） 千葉市商店街連合会「稲毛せんげん通り商店街」（http://www.j-passage.com/chiba/list/008.html　2020 年 3
月 28 日検索）。
（3） 当時，海水浴は諸疾病に対する治療法として提唱されていた。
（4） 以上の歴史については，伊藤（2015，18 頁）；伊藤（2017，90 頁）；「商店街ルネサンス　がんばる稲毛（1）」
『読売新聞』2010 年 4 月 3 日，31 頁；「稲毛・夜灯実行委員会」『朝日新聞』2009 年 11 月 7 日，24 頁；第
14 回夜灯実行委員会（2019）；千葉市史編纂委員会（1993）；千葉市「文人に愛された別荘地『稲毛』」（https://
www.city.chiba.jp/inage/chiikishinko/villa.html　2020 年 3 月 28 日検索）に基づく。
―82―






























NHK「おはよう日本」（2010 年），旅行雑誌「るるぶ千葉版」掲載（2010 年），「あさイチ !」
（2014 年）等，2000 年代半ば頃からテレビ番組等でも取り上げられ始めた（6）。さらに，
同商店街はその取り組みが評価され，中小企業庁から 2009 年に「新・がんばる商店街 77




（5） 「商店街ルネサンス　がんばる稲毛（5）」『読売新聞』2010 年 4 月 8 日，25 頁。












の上の世代であるが，A 氏の父（当時 61 歳）が理事長になり，B 氏の父（同 74 歳）が組
合の中枢を担わざるを得なくなった。そして，理事の息子世代である，C 氏（同 25 歳）・
A 氏（同 33 歳）・D 氏（同 39 歳）・B 氏（41 歳）の 4 名が組合の実務を理事らから半ば
押し付けられるかたちで担うことになった（同 91 頁）。
　2004 年には，千葉市商工会議所から他地域への商店街視察ツアーの話が稲毛商店街振
興組合に持ち込まれた。そして，組合の理事たちに代わり，C 氏（当時 33 歳）・A 氏（同




















（8） 「新・がんばる商店街 77 選」以外に「平成 18 年千葉県商店街活性化地域連携モデル事業　最優秀賞」や，「平
成 25 年度千葉のちから『中小企業表彰』」等も受賞している。
（9） 以上は，A 氏への筆者インタビュー（2019 年 6 月 13 日）；伊藤（2017，92 頁，100 頁）；「マップで商店街に
活気を」『読売新聞』2014 年 10 月 23 日，32 頁に基づく。
（10） A 氏への筆者インタビュー（2019 年 6 月 13 日）に基づく。
―84―
千葉商大論叢　第 58 巻　第 1 号（2020 年 7 月）
（3）個店経営に係る活動：「いなげ逸品」の始まりと展開
































（11） 以上は，いどばた稲毛「2007 年 2 月対談特集　第 2 回いなげ逸品」（http://idoina.com/t/0702t/0702t_3.htm　
























信光堂男の店 マオスーツ 安い ‼　おしゃれ ‼　ダンディー‼
稲毛園本店 やまかい粉末煎茶 花粉症の方に朗報 ‼
並木酒店 稲毛の隠し酒 当店自慢の「通の酒」





（出所）稲毛一店逸品研究会「過去のいなげ逸品」（http://www.hanae.ne.jp/i_ippin/　2020 年 3 月 28 日検索）をもとに作成。
（12） 以上は，いどばた稲毛「2007 年 2 月対談特集　第 2 回いなげ逸品」（前掲）；「『一店逸品』個性で勝負」『朝
日新聞』2007 年 2 月 16 日，24 頁；「商店街ルネサンス　がんばる稲毛（1）」『読売新聞』2010 年 4 月 3 日，
31 頁に基づく。
（13） 以上は，A 氏への筆者インタビュー（2019 年 6 月 13 日）；いどばた稲毛「2007 年 2 月対談特集　第 2 回い
なげ逸品」（前掲）；「商店街ルネサンス　がんばる稲毛（1）」『読売新聞』2010 年 4 月 3 日，31 頁に基づく。
（14） A 氏への筆者インタビュー（2019 年 6 月 13 日）に基づく。
―86―
千葉商大論叢　第 58 巻　第 1 号（2020 年 7 月）
表 2：過去の「いなげ逸品」掲載店の一覧





















1 稲毛園本店 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10
2 川島写真館 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10
3 ふらわあすたじお彩 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10
4 マルイ洋品店 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10
5 くだもの・青果金支 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8
6 並木酒店 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8
7 トキタ薬局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8
8 MEN’SSHOP男の店 ○ ○ ○ ○ 4
9 韓国家庭料理チングヨ ○ ○ 2
10 日韓家ごはん新 ○ ○ ○ ○ ○ 5
11 手作りケーキ＆パン花らんぷ ○ ○ ○ ○ 4
12 脊椎矯正田口療術院 ○ ○ 2
13 はまや洋品店 ○ ○ 2
14 KICKS ○ 1
15 なのはな整骨院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6
16 ロイヤル市民斎場稲毛 ○ 1
17 サンセルモ玉泉院稲毛 ○ ○ ○ ○ ○ 5
18 久田 AR 広告 ○ ○ ○ 3
19 レンタルスタジオアドバンス ○ 1
20 あかりサロン稲毛 ○ ○ 2
21 MKPgn1hair ○ ○ 2
22 リカープラザ大越酒店 ○ 1
合　計 9 9 11 13 12 11 12 11 8 9 ―
（出所）稲毛一店逸品研究会「過去のいなげ逸品」（前掲）をもとに作成。
（注 1）2011 年・2017 年も開催しているが，詳細については不明である。






































（15） 以上は，A 氏への筆者インタビュー（2019 年 6 月 13 日）；稲毛一店逸品研究会「稲毛名物『一店逸品』とは」
（前掲）；「商店街ルネサンス　がんばる稲毛（1）」『読売新聞』2010 年 4 月 3 日，31 頁；「『一店逸品』個性
で勝負」『朝日新聞』2007 年 2 月 16 日，24 頁に基づく。
（16） 以上は，A 氏への筆者インタビュー（2019 年 6 月 13 日）；「千葉大『Drops』まちの元気の仕掛け役」『朝日
新聞』2008 年 1 月 21 日，31 頁；「商店街ルネサンス　がんばる稲毛（3）」『読売新聞』2010 年 4 月 5 日，27
頁に基づく。
（17） 以上は，A 氏への筆者インタビュー（2019 年 6 月 13 日）；「『夜とぼし漁』再現」『朝日新聞』2006 年 12 月
15 日，31 頁；「半世紀ぶり『夜とぼし』」『読売新聞』2006 年 12 月 24 日，29 頁；「商店街ルネサンス　がん
ばる稲毛（2）」『読売新聞』2010 年 4 月 4 日，29 頁に基づく。
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開催し，約 1500 名に和紙に絵を描いてもらって灯籠を用意した。実際に，第 1 回目の夜
灯（2006 年 12 月 23 日）では，京成稲毛駅前の稲毛せんげん通りに 500 メートル程にわたっ
て灯篭を並べたところ，目論見通りに，家族を中心に集客できた（18）。ただし，もともと














や「まちづくり」の観点を強調するようになった（伊藤，2017，93 頁）。第 2 に，千葉市




2009 年頃から相談役に招き，地元の顔役を通じて ｢ 夜灯 ｣ を ｢ 稲毛の祭り ｣ とすること




いつつ，規模を拡大させた。来場者についても，主催者発表で，第 1 回は 1 万人，2008
年は 3 万人，2009 年は 2 万人を動員し，直近では 5 万人とも言われている。商店街の若
（18） 以上は，「半世紀ぶり『夜とぼし』」『読売新聞』2006 年 12 月 24 日，29 頁；「『夜とぼし漁』再現」『朝日新聞』
2006 年 12 月 15 日，31 頁；「商店街ルネサンス　がんばる稲毛（2）」『読売新聞』2010 年 4 月 4 日，29 頁に
基づく。
（19）「商店街ルネサンス　がんばる稲毛（2）」『読売新聞』2010 年 4 月 4 日，29 頁。
（20） A 氏への筆者インタビュー（2019 年 6 月 13 日）に基づく。








































（22）「稲毛っ子の思い，露店を呼び戻す」『朝日新聞』2014 年 6 月 23 日，37 頁。
（23） A 氏への筆者インタビュー（2019 年 6 月 13 日）に基づく。
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石原武政（1995）「商店街の組織特性」『経営研究』第 45 巻第 4 号，1-15 頁。
（25） 構造を変革した例として高知県の高松丸亀商店街が著名であるが，同商店街はあくまで中心市街地に立地し
人の往来の中心であるという基本的な前提の相違点は無視できない。
（26） いずれの活動も負担が蓄積し，「いなげ逸品」については 2018 年に活動を一度休止した。「夜灯」について
も 2019 年度に開催が危ぶまれながら結果としては開催されたものの，今後への課題を残している。
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である。この目的を果たすため，第 2 節では，本研究で着目する 2 つの OLC モデル
（Dickinson2011;MillerandFriesen1984）の重要性を論じる。第 3 節では，Millerand
Friesen（1984）の OLC モデルを取り上げ，その概念および OLC ステージの分類基準を
検討する。第 4 節では，Dickinson（2011）の OLC モデルを取り上げ，その概念および
OLC ステージの分類基準を検討する。第 5 節では，管理会計研究および財務会計研究に
おいてどちらの OLC モデルを援用すべきか検討する。第 6 節では，本研究の総括を行う。









　本節では，これまでの研究系譜における 2 つの OLC モデルの位置づけ，および会計研
究における重要性を明らかにし，本研究において両者に着目する理由を述べる。
　本研究で着目するのはMillerandFriesen（1984）とDickinson（2011）の OLC モデル






ており，その後発表された数々の OLC モデルを包含する統合型の OLC モデルを提唱した。
　OLC 研究のルーツとなるのは，1960 年代後半から 1970 年代にかけて登場した，組織
の成長段階モデルである。これらは，組織成長をいくつかの段階に分類し，それぞれの段
―98―






























































したがって，次節以降では両 OLC モデルの概念的特徴や OLC ステージの分類基準につ
いて整理したうえで，OLC モデルを援用した会計研究の展開について議論する。
3．Miller and Friesen （1984） における OLC モデルの概念と分類基準















































表 1：Miller and Friesen （1984）における OLC ステージの分類基準
OLC ステージ 分類基準


































実質的に表 1 の基準をもとに，調査対象企業の OLC ステージを分類してきた。すなわち，
MillerandFriesen（1984）での手続きを踏襲する形で 1 社ごとに業績やコンテクストを吟
味して OLC ステージの分類を行うことは，不可能ではないと推察される。
　以上の検討より，業績を OLC の分類に際して考慮するかという点，1 社ごとにコンテ
クストを考慮して分類するオリジナルの手続きを考慮するかという点が，今後の研究に向
けて，ひいてはMillerandFriesen（1984）の OLC モデルを援用し適切な OLC ステージ
の分類を行ううえで，議論の端緒になるといえよう。
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なく衰退，倒産に至る企業である。OLC 前期は組織規模の拡大を伴う成長企業が想定さ
れており，小規模ないし中規模のまま拡大しない企業は，概念上考慮されていない。これ































































4．Dickinson （2011） における OLC モデルの概念と分類基準




の OLC モデルは，まず各 OLC ステージの概念的定義があり，経験的研究において援用
する際には基準となる代理変数を研究者が設定することで，企業をそれぞれのステージへ
と分類してきた。一方Dickinson（2011）では，経済理論と整合的な 5 つの OLC ステージ
を提示したうえで，キャッシュフローのパターンを代理変数とすることを明確に規定して
おり，分類基準ありきの OLC モデルとなっている。
























































営業 CF － ＋ ＋ － ＋ ＋ － －
投資 CF － － － － ＋ ＋ ＋ ＋



















る。Dickinson（2011）は OLC ステージの移行に関しても分析を行っているが，1 年後も








































































化した OLC ステージとは，必ずしも整合的とはいえない。また MLDA のような代替的
な分析方法と比較した際の優位性も希薄である。Dickinson（2011）の OLC モデルを援用
する際には，このような理論面での懸念に配慮し，あくまでも一時的な財務状態のパター
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　我が国では，第 2 章第 4 節 Aiken 事件判決のような典型的な条約の濫用に関する事件










成 6 年 11 月匿名組合契約を締結した（平成 10 年 12 月末契約終了）。原告は，Ｇ社の同契
約上の地位を承継したオランダ法人である。原告がＮ社から同契約に基づき本件契約に係
る利益の分配として受領した金員につき，被告は，原告が日本国内に有する恒久的施設を
通じて行う事業から生じた所得であり，本件利益の分配は，法法 138 条 1 号（平成 14 年
改正前）の「国内源泉所得」，及び日蘭租税条約 8 条 1 項に規定する「企業の利得」であ
（72）東京地裁平成 17 年 9 月 30 日判決，東京高裁平成 19 年 6 月 28 日判決，最高裁平成 20 年 6 月 5 日不受理決定
（73）評釈等として，川田剛「匿名組合契約と恒久的施設：日本法人がオランダ法人との間で交した匿名組合契約
は有効で，日蘭租税条約上日本の恒久的施設に当たらないとされた事例」国際税務 28 巻 8 号 12 頁（2008），
赤松晃「日蘭租税条約の「その他所得」に該当する匿名組合契約の利益の分配：ガイダント事件（最新租税
判例 60）」税研 25 巻 3 号 129 頁（2009），本田光宏「租税条約上の所得分類についての考察―ガイダント事
件を素材として―」筑波ロー・ジャーナル 79 頁（2013）等
（74）例えば，前掲注 73・本田の他，本件をハイブリッドミスマッチのうち D/N 効果に分類されたものとして，
高橋研「従来の事例を交えて理解する行動 2（ハイブリッド・ミスマッチ），行動 6（条約の濫用）に係る
MLI 規定」税務弘報 67（2）99 頁（2019））。
 　この他，本件を直接示したものではないが，二重非課税の問題は，日本の匿名組合契約に係る利益分配金
にも起こり得ると指摘したものとして，秋元秀仁「BEPS 行動計画を踏まえた国際税務事例の考察と実務へ
の影響」国際税務34 巻 11 号 43 頁（2014））。
〔論　説〕
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き，N 社は原告の恒久的施設を通じて行う事業から生じた所得であり，法法 138 条 1 号（平

































































（76）東京地裁平成 19 年 3 月 29 日判決，東京高裁平成 19 年 11 月 1 日判決，最高裁平成 21 年 11 月 29 日棄却
 評釈等として，弘中聡浩「「タックス・ヘイブン対策税制の条約適合性」―グラクソ事件（最一小判平成
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　　　　また，これは，営業譲渡を受ける他者の選択との比較を行うことによっても同じ
結論が導き出されるものと考えられる。すなわち，当該他者が匿名組合を選択した



































（80）報告書（行動 6）パラ 7 コメンタリーパラ 10




































（82）報告書（行動 6）パラ 7 コメンタリーパラ 13
（83）一高教授は，情報の把握の限界と説明責任の転換を示唆しておられる（前掲注 2・74 頁）
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1　概要
　訴外Ｈ社（スイスのセメントメーカー）は，平成 2 年 10 月，訴外Ｑ社（豪州のセメン
トメーカー）を買収するに当たり，オランダに R 社を，豪州に C 社をそれぞれ設立した上，
Q 社の買収資金として，R 社を経由して C 社に送金し，その際 H 社から R 社に対しては
全額を貸付金とし，そのうち一部を R 社から C 社への貸付金とした。
　R 社が C 社から受け取るべき貸付金利息に対して，豪州源泉税 10％が課されることと
なっていたが，H 社は，外国税額の控除を利用することのできる外国銀行を利用して，豪
州源泉税を回収しようと意図し，日本において外国税額控除の適用を受けることができる
原告に，R 社が C 社に対して有する貸付金債権を譲渡する旨を申し出た。原告は，社内




　・本件債権譲受・預金契約の締結日，すなわち譲受代金の決済日である平成 3 年 9 月 1
日には，原告と R 社との間に現実の資金の動きは全くないが，日付をさかのぼって
起票した。
　・C 社は，平成 4 年 2 月 1 日及び 8 月 1 日，LIBOR の割合で計算した利息額から豪州
源泉税（利息に対して 10％）相当額を控除した金額を原告に送金し，原告は，上記
の送金を受けた後，本件債権譲受・預金契約に基づき，R 社に対し，LIBOR から 0.35％
を引いた利率の割合で計算した預金利息額を支払った。





　原告は，平成 4 年 3 月期及び平成 5 年 3 月期の法人税の確定申告において，本件取引に















































外国税額控除権の譲受（大阪地裁　平成 13 年 5 月 18 日平成 9 年（行ウ）第 47 号・第 48 号）」税務弘報50
巻 1 号 153 頁（2002）
 　木村教授は，本件は第三者の企業による条約漁りへの加担と位置付けられている。
（88）評釈等として，錦織康高「外国税額控除余裕枠の利用」別冊ジュリスト〔租税判例百選　第 4 版〕178 号
138 頁（2016），占部裕典「外国税額控除余裕枠の利用にかかる「租税回避否認」の検討（上）―大阪高裁に
おける 3 判決を踏まえて―」旬刊金融法務事情 1730 号 32 頁（2005），同（下）旬刊金融法務事情 1731 号 36
頁（2005）等
―120―




















　　　なお，R 社が C 社に対して融資をするにあたり，税負担を最小限とするよう取引
の形態を選択することは，むしろ当然のことであるが，そのことによって，本件取引
における原告の正当な事業目的の存在を認めることはできない〔略〕。


















































































は，直接的には原告の視点が必要と考えられ，R 社（及び C 社）の視点は，間接的
に考慮されるべき事項であると考えられる。
　　　コメンタリーパラ 173（89）では，介在者に第三者が介入することによる導管型の条約
の濫用が示されている。本件取引において，原告は，R 社及び C 社の介在者として
位置づけられ，この中で C 社との取引において条約の特典を得るのは原告であるこ
とから，まずは原告の視点からの検討を行うとともに，最終的に条約の特典を得るの


































　　　　　　まず，R 社及び C 社にとって，訴外Ｑ社買収目的で貸付及び借入が行われ
たが，この目的と，原告を介在させた理由との関連性は低い。
　　　　　　次に，同パラ 176（91）で条約の濫用例として採り上げられていると思われる















（91）報告書（行動 6）パラ 7 コメンタリーパラ 8
―124―
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　（5）　客観的経済的実質
　　　高裁判決においては，本件取引は，「明らかな逆ざやの取引」と判断された。逆ざ

































（93）報告書（行動 6）パラ 7 コメンタリーパラ 19




ない a 国に所在）から借入を行っていた。T 社は介在者で外国税額控除の余裕枠を有
する第三者の銀行（我が国及び a 国との租税条約の特典が得られる b 国に所在する
法人）に，T 社が内国法人に対して有する貸付金債権を譲渡する旨を申し出，介在者




　　　T 社（前節の R 社）＝貸付人：我が国との租税条約の特典が得られない a 国（前節ではオランダ）
に所在
　　　内国法人（前節の C 社）＝借入人＝原告：我が国（前節では豪州）に所在







　　　　　　同パラ 187 事例 D では，条約の濫用の介在者 R 社が非関連者である事例が







　　　　　　次に，介在者が関連者の場合をみると，事例 B では，介在者 R 社及びその
子会社 S 社はそれぞれ製造，販社機能を有している。S 社から R 社への配当，
及び R 社から R 社の親会社 T 社への配当は実際の経済活動によるものである
から，特段の証拠がない限り導管契約とはならないとされている。また，事例





　　　　　　このように，例えば，パラ 187 事例 D のように，S 社の所在国の直接の租
税条約相手国は介在者の所在国であることから，介在者に視点を置くことには
（95）報告書（行動 6）パラ 7 コメンタリーパラ 14
―126―



























　　　　パラ 187（98）事例Ｄでは，第三者の介在者 R 社の視点から「当該預金がなければ R
社は実質的に同じ条件で取引を行わなかったであろうという場合」と示されている。
　　　　一方，米国では，Trea.Reg.§1.881-3（a）（4）（i）に R 社が導管的主体とされる
3 要件が規定され，そのうちの１つに，「R 社が T 社若しくは S 社と関連している
か，または，仮に T 社が R 社と金融取引を行った事実がなければ R 社は実質的に
同じ条件で当該金融取極めに参加しなかったこと」（99）と示されている。このうち，
（96）報告書（行動 6）パラ 7 コメンタリーパラ 19
（97）りそな事件地裁判決（大阪地裁平成 13 年 12 月 14 日判決）では，R 社（原告・介在者）の E 社に対する預








































（101）報告書（行動 6）パラ 7 コメンタリーパラ 13
（102）詳しくは，前掲注 2・一高　80 頁を参照のこと






（104）報告書（行動 6）パラ 7 コメンタリーパラ 10
―128―

































































































 （2020.4.24 受稿，2020.7.9 受理）
（106）Bankman 教授によると経済的実質主義は個別の条文の解釈の手法と把えられているため，①における解釈
の手法に分類する方がいいかも知れないが，矢内教授による米国型租税回避否認規定として別に分類した。
（107）例えば，東京地裁昭和 40 年 12 月 15 日判決では，非同族会社に対する法法 132 条の適用につき，「非同族会
社についてはこの規定がないからといって」「法人税法の基本目的より当然認められるべき否認が許されな












































































いて認められるためである。③利益の分配可能性の面については，2005 年（平成 17 年）
改正前商法の配当可能利益に関する規定において以下のようになっていた。




（1） 嶌村剛雄　1994 年　『会計学一般原理』32 頁
（2） 桜井久勝　2018 年　『財務会計講義』72 頁
（3） 同上書　72 頁
（4） 武田隆二　2008 年　『最新財務諸表論』322 頁　②の反対給付を「対価の成立」と述べたが，具体的に現金
又は現金同等物としている。
―134―
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2　資本準備金及利益準備金ノ合計額
3　其ノ決算期ニ積立ツルコトヲ要スル利益準備金ノ額

































（5） 西山忠範　1962 年　「貸借対表照上の資本と利益をめぐる株主と債権者の利害」　『税法』24 号 199 頁





































（8） 山下勝治　1980 年『会計学一般原理―決定版―』16 頁
―136―












整備した上で，目的を問わず自己株式の取得を解禁した平成 13 年の第 79 号改正において
は，資本減少差益を法定準備金に積み立てるものとしていた規制が廃止されるとともに（旧




290 条）及び中間配当（商法 293 条ノ 5）と資本及び法定準備金の減少に伴う払戻し（商























































（11）氏原茂樹　2008 年「「純資産の部」の特質：会社法に関連して」158 頁『流経法學』8 巻 2 号
（12）秋坂朝則　2007 年『新訂版　商法改正の変遷とその要点―その創設から会社法設立まで―』236 頁
―138―




























× 1 年 × 2 年 × 3 年
売上高 0 75,000 75,000
原価 120,000 0 0
利益 △ 120,000 75,000 75,000
（13）嶌村剛雄　前掲書 100 頁　伊藤邦雄　2012 年『ゼミナール現代会計入門』209 頁　


































× 1 年 × 2 年 × 3 年
売上高 150,000 0 0
原価 120,000 0 0
利益 30,000 0 0
（16）嶌村剛雄　前掲書　133 頁
―140―











































































































































































































































（30）国田清志　2000 年「会計における基礎的概念「会社会計基準序説」研究」　『一橋論叢』123 巻 5 号
（31）W.A.Paton&A.C.Littleton,AnIntroductionToCorporateAccountingStandards，AAA,MonograghNo.3,
1940. 中島省吾訳　1979 年『会社会計基準序説』23 頁
―146―














































































（39）岩崎勇　2019 年『IFRS の概念フレームワーク』1 頁
（40）企業会計基準委員会『討議資料「財務会計の概念フレームワーク」』2 頁
―148―





















































　ここでは，後述する IFRS 第 15 号の「顧客との契約から生じる収益」（Revenuefrom





























































































（1）当期首に，A 社は B 社（顧客）と，標準的な商品 X の販売と 2 年間の保守サービス
を提供する 1 つの契約を締結した。
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35 項では，前段においてステップ 1～5 の手順における結果，当該企業がどのように収益
を認識するかについて述べている。35 項後段及び 37 項では顧客がどのように財又はサー
ビスが提供されると当該企業が収益を認識できるかを示している。顧客が資産を受入れ，
資産の支配をするということは，商品を販売した当該企業は資産の増加（金銭債権の取得




















　次にステップ 2 である。ステップ 2 では，ステップ 1 において「契約」とみなされた取























　次にステップ 3 である。ステップ 3 では，契約において商品を販売したことやサービス
の提供をしたことにより，得ることのできる権利の金額を算定し取引価格として収益計上
の測定基礎とするのである。前提条件でいえば，商品 X と保守サービスの提供という対













　次にステップ 4 である。ステップ 4 では，1 つの契約に複数の履行義務がある場合，ス

















・商品 X12,000 千円　・保守サービス 3,000 千円　と仮定する。
商品 X の販売分　
取引価格 12,500 千円×　　　　　　　＝　10,000 千円
保守サービス分
取引価格 12,500 千円×　　　　　　　＝　2,500 千円




























ては，2 年間においてサービスの提供をするため，ステップ 4 で算定された取引価格 2,500


























































　1956 年，「損益法の計算原理」『一橋論叢』，36 巻 6 号 605 頁－623 頁
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土岐政蔵訳　1980 年，『動的貸借対照表論第 12 版』，森山書店
 （2020.5.15 受稿，2020.6.29 受理）
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　1990 年代は有償ボランティア活動が活発化・拡大した時期である。厚生省（当時）は「国
民の社会福祉に関する活動への参加の促進を図るための措置に関する基本的な指針」（1993
































の「台頭（1980 年代）」→「拡大（1990 年代）」→「鎮静（2000 年代）」→「再生（2015 年）」と整理している。
（3） 厚生労働省（2015）「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案についてのＱ＆Ａ」（平成 27 年 2 月 4
日版） https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000188232.pdf （2020 年 4 月
7 日確認）
― 164 ―
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正版，2018 年 4 月 1 日適用） https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/000020 
5730.pdf （2020 年 4 月 7 日確認）
― 165 ―
齊藤紀子：生活支援サービスを提供する有償ボランティア組織のマネジメント





























　2007 年 1 月に 4 人から成る 1 チームで始動して以来，2018 年には 965 チーム（1 チー
ムあたり最大 12 人で構成），看護師 10,863 人，売上高 417,000,000 ユーロに達した。オラ
ンダで最も働きやすい会社に 5 回選定された実績を有し，就職を希望する地域看護師が
（6） 2019 年 9 月 9 日～10 日，公益財団法人さわやか福祉財団主催，日本全国から 3,000 人を越える関係者（生活
支援コーディネーター，行政，社会福祉協議会，地域包括支援センター，NPO，自治会役員など）が参集し
て大阪にて開催。
（7） 厚生労働省（2019）「介護予防・日常生活支援総合事業及び生活支援体制整備事業の実施状況（平成 30 年度）」
https://www.nttdata-strategy.com/services/lifevalue/docs/h30_03jigyohokokusho.pdf （2020 年 4 月 7 日確認）
― 166 ―
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1,200 人／年に上る。現在，チームで活動する看護師・看護助手合計約 15,000 人をコーチ






　Kreitzer, Monsen, Nandram and De Blok （2015），堀田（2016），デ・ブロック（2020）
および Yoko Huijs Watanuki（8）へのインタビューに基づき，ビュートゾルフモデルの特徴
を次のように整理できる。




















































からなる体系（堀田 2016, p 52）。1997 年に紹介されて以来，日本での活用は数例程度であったが，2010 年
以降は増えている（長江 2016）。
― 168 ―
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田 2016, p47）として，看護およびそれ以外の分野の国内外組織の関心を集め，日本を含
む 24 カ国に広がっている。














性などさまざまな違いがあること（秋山・秋山 2016；西村 2014；フローレンス 2019；松田・




















































































































































































ランダの高齢者施設 Zinzia Oranje Nassau’s Oord でのボランティア活動および Yoko 
Huijs Watanuki 氏（オランダ在住の訪問看護師）との情報交換・インタビューから多く
の示唆を得て執筆することができた。
　Yoko Huijs Watanuki 氏からは，新型コロナウイルス感染症の影響により多忙を極めて
おられたさなかにもかかわらず，本稿への大変丁寧なコメントを頂いた。
ここに厚く御礼申し上げたい。
〔Yoko Huijs Watanuki 氏との情報交換・インタビュー〕
〔参考文献〕　
・ Kreitzer, M. J., Monsen, K. A., Nandram, S., & De Blok, J. （2015） “Buurtzorg Nederland: 
日時 インタビュアー 場所





Yoko Huijs Watanuki 氏 自宅別棟




2019 年 11 月 25 日
13：30～16：00
マンションソフィア上尾 B 棟 1 階集会室
「情報交換会：地域で安心して暮らすためのより
よい地域連携について」
（13） Yoko Huijs Watanuki 氏からも「遠慮せずに言いたいことが言えること」の重要性が指摘された。
― 174 ―
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A global model of social innovation, change, and whole-systems healing.” Global 
Advances in Health and Medicine, Vol. 4, No. 1, pp. 40-44.




部論集』第 10 号，pp. 105-116
・ 小野晶子（2005）「有償ボランティアという働き方：その考え方と実態」『労働政策レポー
ト』Volume 3，労働政策研究・研修機構
・ 小野晶子（2007）「「有償ボランティア」は労働者か ?―活動実態と意識の分析から （2006






第 56 巻，第 3 号，pp. 185-200
・ さわやか福祉財団（2019a）『いわゆる有償ボランティアのボランティア性』さわやか福
祉財団






ハシステムの開発に向けて」『訪問看護と介護』Vol. 21, No. 4. pp. 312-313
・ 西村周三（2014）「ビュートゾルフは日本の医療／介護の「文化」を変えるか―制度の
違いを乗り越えて今こそ学ぶべきこと」『訪問看護と介護』 Vol. 19, No. 6, pp. 449-453







・ 堀田聰子（2018）「演題 2：人間的で持続可能なケアと地域づくりに向けた 「移行」 の加
速：地域包括ケアステーション実証開発プロジェクトを手がかりに」『国際保健医療』，










・ タイス・デ・ブロック「ティール組織探求シリーズ Vol. 3：組織の現実にどう向き合うか」
（2020 年 3 月 14 日開催）講演資料
・ 特定非営利活動法人フローレンス（2019）「看護師が経営も採用も人事もやる「セルフ
マネジメント」，その実態を聞いてきた―オランダ視察レポート 5 ビュートゾルフ」




3 月 22 日確認）
・ 武藤正樹（2016）「未来志向の訪問看護～オランダの訪問看護～ビュートゾルフ～」
http://cares-center.co.jp/column/（2020 年 3 月 29 日確認）
 （2020.5.3 受稿，2020.7.6 受理）
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　2014 年に金融商品に係る包括的な会計基準である IFRS 第 9 号「金融商品」（以下，








2018 年 3 月 に 公 開 草 案「資 本 性 金 融 商 品 ― 減 損 お よ び リ サ イ ク リ ン グ（Equity
Instruments-ImpairmentandRecycling）」（以 下，EFRAG（2018） と い う）， お よ び





次のとおりである。まず，第 2 節において IFRS9 における会計処理とその論拠について
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この FVPL による測定ではなく，事後の公正価値の変動をその他の包括利益に表示する
（FairValueThroughOtherComprehensiveIncome：以下，FVOCI という）という取
消 不 能 の 選 択（以 下，FVOCI オ プ シ ョ ン と い う） を 行 う こ と が で き る（IFRS9,












について，FVOCI オプションを認める理由を IASB は次のように説明している。
「一部の資本性金融商品については，公正価値に関する情報が純損益に関連性がない
と考えられる可能性がある場合があること（金融商品が戦略目的で保有される場合な











を行う必要が生じることである。IAS 第 39 号における資本性金融商品についての減
損の要求事項は非常に主観的であり，国際的な金融危機の間に最も批判を受けた会計














で言及されている IAS 第 39 号「金融商品：認識および測定」（以下，IAS39 という）お








分類 測定 評価差額 減損
IFRS9
原則（下記以外） FVPL 純損益に認識 N/A






















　第 1 節で述べたとおり，EFRAG は，EC より IFRS9 における資本性金融商品に係る会
計処理が，欧州における長期投資に与える潜在的な影響についての調査を要請された。こ


















きない（par.4.10）。また，本来 IFRS9 における FVOCI オプションは，保有時における純
損益の変動を排除するものであるが，再評価モデルでは公正価値が下落する限り，その目
的を達成することはできない（par.4.11）。
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下，「AL」）を推進している。2015 年 4 月に開設した人間社会学部でも，「教材は人と町だ。」
をキャッチフレーズに，教育カリキュラムの柱として AL の推進を掲げている（1）。





















（1） 本稿で対象とする人間社会学部の AL とは，学部が主導する公募型 AL を指し，ゼミや必修の実践科目での
活動は含まない。公募型 AL は教員が企画し，必要な経費は学部予算から充当される。
（2） 学生募集の方法については，これまで CUCPORTAL のアンケート機能を利用していたが，2020 年度から
は学部独自で AL 専用のシラバスを作成し，学生が担当教員やリーダー学生に直接申し込むことにした。た
だし，2020 年度は新型コロナウィルス感染症の影響で，前期に予定していた AL を全て中止とした。
〔資　料〕
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　農村ツーリズムには，定員 5 名に対して 8 名の応募があった。面談で動機を確認し，新
幹線の団体割引やレンタカーの乗車人数などを考慮した上で，全員の参加を認めた。






（3） 地方における滞在型 AL については，弘前ウェディング（青森県弘前市）が 2018 年度，地域プロデューサー
養成プロジェクト（福井県美浜町）が 2019 年度をもって終了した。
（4） 大迫町は，2006 年 1 月に花巻市と合併した。
―190―










な距離を縮めることであった。2 泊 3 日という短期間の訪問の場合，活動が終了する頃に
表 2：農村ツーリズムの具体的な流れ
日時 内容
2019 年 4 月中旬 募集の開始
2019 年 5 月上旬 参加者の決定
2019 年 6 月 18 日 事前学習会の開催，顔合わせ
2019 年 9 月 17 日-19 日 フィールドワークの実施
2019 年 9 月 27 日 第 1 回事後学習会の開催
2019 年 10 月 15 日 第 2 回事後学習会の開催
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2019 年 12 月 8 日に市川市で JA いちかわ協力のもと，農家でトマト苗の定植体験（ハウ
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